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ID: 1703  

担当部署: まちづくり部 住宅課  

処分の概要 措置命令等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
マンションの再生等の円滑化に関する法律 第161条第3項、第4項及び第7項 

法 令 番 号 平成14年法律第78号 

【基準】 

 法第161条の規定による。 

 (組合に対する監督) 

第161条 都道府県知事等は、組合の実施するマンション等売却事業につき、その事業又は会

計がこの法律若しくはこれに基づく行政庁の処分又は定款、資金計画若しくは分配金取得

計画に違反すると認めるときその他監督上必要があるときは、その組合の事業又は会計の

状況を検査することができる。 

2 都道府県知事等は、組合の組合員が総組合員の10分の1以上の同意を得て、その組合の事

業又は会計がこの法律若しくはこれに基づく行政庁の処分又は定款、資金計画若しくは分

配金取得計画に違反する疑いがあることを理由として組合の事業又は会計の状況の検査を

請求したときは、その組合の事業又は会計の状況を検査しなければならない。 

3 都道府県知事等は、前二項の規定により検査を行った場合において、組合の事業又は会計

がこの法律若しくはこれに基づく行政庁の処分又は定款、資金計画若しくは分配金取得計

画に違反していると認めるときは、組合に対し、その違反を是正するため必要な限度におい

て、組合のした処分の取消し、変更又は停止その他必要な措置を命ずることができる。 

4 都道府県知事等は、組合が前項の規定による命令に従わないとき、又は組合の設立につい

ての認可を受けた者がその認可の公告があった日から起算して30日を経過してもなお総会

を招集しないときは、権利消滅期日前に限り、その組合についての設立の認可を取り消すこ

とができる。 

5 都道府県知事等は、第129条において準用する第28条第3項の規定により組合員から総会の

招集の請求があった場合において、理事長及び監事が総会を招集しないときは、これらの組

合員の申出に基づき、総会を招集しなければならない。第131条第4項において準用する第

28条第3項の規定により総代から総代会の招集の請求があった場合において、理事長及び監

事が総代会を招集しないときも、同様とする。 

6 都道府県知事等は、第126条第3項において準用する第23条第1項の規定により組合員から

理事又は監事の解任の請求があった場合において、組合がこれを組合員の投票に付さない

ときは、これらの組合員の申出に基づき、これを組合員の投票に付さなければならない。第

132条第3項において準用する第23条第1項の規定により、組合員から総代の解任の請求があ

った場合において、組合がこれを組合員の投票に付さないときも、同様とする。 

7 都道府県知事等は、組合の組合員が総組合員の10分の1以上の同意を得て、総会若しくは

総代会の招集手続若しくは議決の方法又は役員若しくは総代の選挙若しくは解任の投票の

方法が、この法律又は定款に違反することを理由として、その議決、選挙、当選又は解任の

投票の取消しを請求した場合において、その違反の事実があると認めるときは、その議決、

選挙、当選又は解任の投票を取り消すことができる。 

備考  



西東京市 法適用不利益処分個票 

2 

 

設 定 年 月 日 平成 27 年 7 月 1 日 最終変更年月日  令和８年２月１日 

 


